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エネルギー関連で求められること

➢ 一般企業の側から

安定供給、コスト、ＧＨＧ情報開示

➢ 消費者の側から

コスト、安定（非常時対策）、気づき・選択支援

表示・説明
健康
エシカル消費
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コージェネとまちづくり

○ 防災

ＢＣＰ ・ ＬＣＰ

○ 複合利用の動き

・ごちゃまぜのまちづくり

・コンパクト＆ネットワーク
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⚫ 職住分離 → 職住近接

⚫ 市街地の拡大 → コンパクト+

ネットワーク

⚫ 用途純化 → ごちゃまぜ

まちづくりの最近の方向
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⚫建物内の活動に伴うカーボン対策
（運用（暖房、冷房等）に際して発生するCO2）

【省エネ、再エネ等の対策の強化・推進】

→ 2025.4に全ての新築住宅建築物に省エネ基準適合義務化

→ 2024.4に建築物の販売・賃貸時の省エネ性能表示努力義務化

⚫建物の存在そのもののカーボン対策
（建設時、運用時、維持管理改修時、廃棄時に際して発生するCO2）

【建築物に係るライフサイクルカーボンの評価方法の構築へ】

→ ゼロカーボンビル（LCCO2ﾈｯﾄｾﾞﾛ）推進会議を実施中。
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建築物における新たな動き



建築物の販売・賃貸時の省エネ性能表示制度の概要 公布：令和５年９月25日
施行：令和６年４月１日
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G7気候・エネルギー・環境大臣会合コミュニケ（2023年4月16日）建築物に関する記載

（仮訳）
III. 気候変動及びエネルギー
産業・運輸・建築部門の脱炭素化
82. 建築物 我々は、気候変動との闘いにおける建物のライフサイクルの脱炭素
化の重要性に留意し、気温上昇を 1.5℃ の射程に入れ続けるために、建物のラ
イフサイクル全体の排出量を削減する目標を推進することを推奨する。我々は、

気候変動に適応した建築設計の改善、建築物の省エネルギー性能の向上、支
援措置、規制、国際協力の必要性を強調し、ゼロエミッションに近い、気候変動
に強い建築物の新築・改修が、 2050年のネットゼロ目標達成への道筋となるよ
うにする。省エネルギー性能の改善、燃料転換、電化、再生可能エネルギーに

よる冷暖房サービスの提供、持続可能な消費者の選択、建物のエネルギーマネ
ジメントの柔軟性向上のためのデジタル化推進など、様々なアクションを実施す
る。我々は、ゼロ・カーボン対応／ゼロ・エミッションの新建築物を、理想的には
2030 年又はそれ以前に実現することを促進していく。我々は、新たな化石燃料
による熱システムのフェーズアウトと、ヒートポンプを含むよりクリーンな技術へ

の移行を加速させることを目指す。また、我々は、ライフサイクルを考慮した建物
設計や、建物の改修・建設における循環性の考慮によって、木材を含む持続可
能な低炭素材料や最終用途の機器の使用を向上させることや、従来型材料の
生産を脱炭素化することが重要であると認識する。
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R5.5.26 国土交通省今村参事官（当時）講演資料より抜粋
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R5.5.26 国土交通省今村参事官（当時）講演資料より抜粋 14



消費者サイドの行動変容に向けて

・コスト

・安定

・健康

・エシカル消費

・省エネ

・再エネ利用

・エネルギーマネジメント

・ライフスタイルなどの変容

（移動手段､(立地を含む)住宅選択など）
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